
1. はじめに

建築基礎技術委員会では、2013年4
月から『建築基礎構造設計指針（日本
建築学会）』の改定作業に参画し、鋼管
杭に対する技術的評価の適正化と建築
分野における鋼管杭の認知度向上を図
るための活動を展開してきた。

2019年に改定された『建築基礎構造
設計指針』（以下、『基礎指針』という）で
は、基本方針として、基礎構造について
も上部構造と同様にレベル2荷重（設定
した再現期間中に想定される最大級の荷
重）に対して設計を行うことが掲げられ
た。また、新たに建物の重要度を考慮し
た性能グレード（安全レベル）が設定さ
れ、グレードに応じた要求性能を満足さ
せることで、上部構造の性能に見合う基
礎構造を選択することが可能となった。

しかしながら『基礎指針』では、基礎

部材に対して、要求性能を満足するか否
かを確認するための設計用限界値が具
体的な工学量として定義されていなかっ
た。鋼管杭については、巻末の付録（鋼
管杭の保有性能）としての取り扱いであ
り、既製コンクリート杭や場所打ちコン
クリート杭については『鉄筋コンクリー
ト基礎構造部材の耐震設計指針（案）・
同解説（2017年：日本建築学会）』（以下、

『RC基礎部材指針（案）』という）を参考
とする旨が例示されるのみであった。

このような経緯から、基礎部材に対して
設計用限界値を具体的に設定する方法・
手法を体系的に取りまとめる必要が生じ
たため、『RC基礎部材指針（案）』をもとに、
鋼管杭を含めた基礎部材に関連する最新
の知見を取り入れ、改定版として『基礎部
材の強度と変形性能（日本建築学会）』が
2022年に発刊されるに至った。

建築基礎技術委員会では、『基礎指針』

での検討以降に実施した構造実験結果
や再整理した既往のCFT部材（コンク
リート充填鋼管部材）の構造実験結果な
どを踏まえ、鋼管杭における杭体頭部の
標準仕様である「ずれ止め付きコンクリー
ト充填部」に関する設計用限界値の新た
な算定方法を考案し、これに反映させた。

本報告では、『基礎部材の強度と変
形性能』の記載内容のうち、特に安全

（終局）限界状態における杭体頭部（ず
れ止め付きコンクリート充填部）の設
計用限界値（耐力と変形性能）の算定
方法について述べる。

2. ずれ止め部における支圧耐力

2.1 φ600試験体による押込み実験
（1）実験概要

試験体にはφ600×t19（SKK490）の
鋼管を用い、パイルキャップ（コンク

ずれ止め付きコンクリート充填部の終局耐力と変形性能
─基礎部材の強度と変形性能（2022年：日本建築学会）より─

鋼管杭・鋼矢板技術協会　建築基礎技術委員会

図2.1　φ600押込み実験の試験体概要

図2.4　載荷荷重と載荷点変位の関係図2.2　荷重とF 値倍率の関係 図2.5　実験値と算定値の比較

図2.3 　φ400押込み実験の試験体概要
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リート強度28.8N/mm2）へ100mm埋
め込む構造とした。ずれ止めは、厚さ
9mm×幅25mm（SS400）とし、鋼管内
面に2段取り付けた。図2.1に試験体の
概略を示す。なお、載荷方法は単調漸
増繰返し載荷とした。

（2）実験結果（支圧強度）
ずれ止め下面と鋼管端部の単位面積

当たりの支圧強度をコンクリートの一
軸圧縮強度（Fc＝28.8N/mm2）に対す
る比率（以下、F値倍率 という）とし
て評価した。荷重とF値倍率の関係を
図2.2に示す。F値倍率は、概ね4.5～
7.7であった。
2.2　φ400試験体による押込み実験

（1）実験概要
試験体にはφ400×t12（SM490）の

鋼管を用い、パイルキャップ（コンク
リート強度9.75N/mm2）へ100mm埋
め込む構造とした。図2.3に試験体の
概要を示す。ずれ止めは、厚さ6mm×
幅13mm（SS400）とし、鋼管内面に0
～3段取り付けた。また、パイルキャッ
プ部の配筋はD10@150 mmとした。

（2）実験結果
図2.4に実験結果を示す。Case B1で

は緩やかな初期勾配で荷重が増加し、
約2000kNで勾配に変化が現れた。除
荷後の残留応力が発生していないこと
から、この時点でコンクリートの支圧
破壊が発生したものと考えられるが、
最大荷重は約2800kNであった。

他の試験体では、いずれもCase B1
と同様の初期勾配で荷重が増加し、約
3300kNで勾配に変化が現れた。破壊は

ずれ止め部の支圧破壊ではなく、パイ
ルキャップ部での破壊が先行したため、
ずれ止め段数および取付け位置によら
ず、最大荷重は約5000kNとなった。
2.3　ずれ止め部コンクリートの支圧強度

鋼管内にずれ止め（支圧リング）を取
り付けた管内充填コンクリート部の押
抜き耐力については、文献1），2） にそ
の報告がなされており、文献1） には、
ずれ止め部コンクリートの最大支圧耐
力式として （2.1） 式が示されている。
Pcu＝αc・Pc �  （2.1）
Pc＝Fc・ （Ac・Ar ）1/2 �  （2.2）
αc：鋼管の径厚比による耐力上昇率
αc＝5.05－0.053D/t …リング1枚の場合
αc＝5.32－0.054D/t …リング2枚の場合

Fc ：�コンクリートのシリンダー圧縮強度（N/mm2）
Ac ：コンクリートの断面積（mm2）
Ar ：リングの投影面積（mm2）

鋼管内面のずれ止め部コンクリート
の支圧強度cσirは、（2.1） 式をもとに
ずれ止めによる支圧力の影響範囲が管
内全域に及ぶものとして （2.3） 式によ
り算出することとした。

cσir＝α・ Ap /（ zn・Air）・Fc
 �  （2.3）

cσir ：�鋼管内面のずれ止め部コンクリートの
支圧強度（N/mm2）

α：�既往の実験結果より推定した鋼管の径厚
比による強度上昇率で下式による 
α＝5.05－0.053D/t ≧ 1.0

Ap ：鋼管の閉塞面積（mm2）
zn：ずれ止めの段数

Air ：�鋼管内面のずれ止め部の投影面積（mm2）
D：鋼管の外径（mm）
t：鋼管の板厚（mm）

文献1），2）では、比較的小径の鋼管
にて実験が実施されていたため、大径
鋼管への適用性確認を目的として既
往の押抜き実験結果をもとに検証を

行った。大径鋼管での実験ケースを表
2.1に示す。図2.5は文献1），2） のデー
タ中、ずれ止めと管内充填コンクリー
トのずれ変形により最大荷重Pmaxに
至ったデータに大径鋼管での実験結果
を加え、（2.1） 式による支圧耐力Pcuと
の比較結果である。実験値と算定値は
概ね一致している。

3．杭体頭部の構造性能

3.1　軸力・曲げ実験
（1）実験概要

杭頭部を模擬したずれ止め付きコン
クリート内充填鋼管をテストベッド上
に天地を逆にして設置し、鉛直力を加
力しながら水平力を作用させ、挙動や
終局曲げ耐力と変形性能を確認した

（図3.1，写真3.1参照）。
試験体は5体とし、試験部位には板

巻鋼管φ488×t9（SS400）、加力部位
には一般構造用炭素鋼鋼管φ508×

表2.1 大径鋼管での実験ケース

ケース名
鋼管 ずれ止め コンクリート

圧縮強度
（N/mm2）

径 
（mm）

板厚
（mm）

高さ
（mm） 段数

Case C1 406.4 9.5 13 2 24.1

Case C2 406.4 12.7 13 2 24.1

Case C3 406.4 12.7 16 2 24.1

Case C4 400.0 16 13 2 20.0

Case C5 609.6 19 13 2 24.0

Case C6 800 22 13 2 24.0

図3.1 軸力・曲げ実験の載荷装置（圧縮・曲げ） 写真3.1　試験体と試験装置

図3.2　試験体の概要

図3.3　載荷方法
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t19（STK490）を使用した。試験部位
鋼管内面の所定位置にずれ止めを2段
取り付け、ベースプレート上端より
488mm（鋼管径分）の位置まで管内に
コンクリート（Fc24）を打設した（図
3.2，表3.1参照）。

鉛直力Pは、試験部位鋼管の降伏
軸力Nyをもとに0.0Ny ，0.3Ny ，0.6Ny ，
-0.13Ny ，-0.26Ny と し、水 平 力Hは、
鉛直力Pの作用下における試験部位鋼
管の全塑性モーメントMpに一致する
水平力Hpを作用させたときの変位量
を基準変位量δpとして、各ステップの
最大変位量（±δp，±2δp，±4δp，±6
δp…）に対応する値とした。

予備載荷（水平力H：0kN → 100kN 
→ -100kN → 0kN）後、鉛直力P →水
平力Hpの順に荷重を作用させ、基準変
位量δpを計測して本載荷へ移行した。

本載荷では、ステップ毎（最大変位
量：±δp，±2δp，±4δp，±6δp…） に
載荷を2 回繰返し（図3.3参照）、ステッ
プ最大荷重が試験最大荷重の80％以下
となった時点で実験を終了した。

（2）実験結果
実験結果を表3.2に、実験終了後の

状況を写真3.2，3.3に示す。
【Case BA1】

正方向，負方向とも、最大変位量6δp

の第1サイクル時に最大荷重を計測し
た。最大曲げモーメントMmax，限界回
転角θ95 の正負平均値は、953kN・m，
0.0349radである。

【Case BA2】
正方向，負方向とも、最大変位量4δp

の第1サイクル時に最大荷重を計測し
た。最大曲げモーメントMmax ，限界回
転角θ95 の正負平均値は、896kN・m，
0.0243radである。

【Case BA3】
正方向，負方向とも、最大変位量4δpの
第1サイクル時に最大荷重を計測し
た。最大曲げモーメントMmax，限界回
転角θ95 の正負平均値は、800kN・m，
0.0133radである。

【Case BB1】
正方向，負方向とも、最大変位量12
δp の第1サイクル時に最大荷重を

計測した。最大曲げモーメントMmax，
限 界 回 転 角θ95 の正 負 平 均 値 は、
902kN・m，0.0628radである。

【Case BB2】
正方向，負方向とも、最大変位量12δp

の第1サイクル時に最大荷重を計測し
た。最大曲げモーメントMmax，限界回
転角θ95 の正負平均値は、847kN・m，
0.0792radである。

3.2 圧縮実験
（1）実験概要

10000kNアムスラー試験機を実験装
置として、杭頭部を模擬したずれ止め
付きコンクリート充填鋼管および比較
用試験体をテストベッド（耐圧板）上
に天地を逆にして設置し、鉛直力を作
用させ、挙動や終局圧縮耐力を確認し
た（図3.4，写真3.4参照）。

試験体は4体とし、試験部位には板
巻き鋼管φ488×t9（SS400）、加力部位
には一般構造用炭素鋼鋼管φ508×t19

（STK490）を使用した。試験体の仕様を
表3.3に、試験体の概要を図3.4に示す。
Case CA1，Case CA2，Case CA4の 試
験体については、試験部位鋼管内面の所
定位置にずれ止めを2段取り付け、鋼管
下端から488mm（鋼管径分）の位置まで
管内にコンクリート（Fc24）を打設した。

鋼管のひずみゲージ計測値を参考に、

写真3.2 実験後の試験体（Case BA3） 写真3.3　実験後の試験体（Case BB2）

表3.2 軸力・曲げ実験結果

ケース名
試験部位鋼管 充填コンクリート

降伏軸力
Ny（kN）

作用鉛直力
P（kN） 軸力比 My

（kN･m）
Mmax

（kN･m）
θ95

（rad）降伏点 （N/mm2） 引張強さ
（N/mm2） 伸び（%） 弾性係数

（N/mm2）
圧縮強度

（N/mm2）
弾性係数

（N/mm2） ポアソン比上 下
Case BA1

327.4 309.4 455.3 42.7 2.085×105
25.8

2.87×104 0.179 4190
0 0 511.6 953.0 0.0349

Case BA2 25.1 1257 0.3 438.8 896.5 0.0243
Case BA3 26.1 2514 0.6 196.8 800.0 0.0133
Case BB1 294.7 287.9 449.7 41.8 2.093×105 24.8 2.75×104 0.187 3901 -500 -0.13 468.4 901.5 0.0628
Case BB2 27.3 -1000 -0.26 332.4 847.5 0.0792

降伏軸力Ny ：�材料試験結果から求めた試験部位鋼管（φ488×t9）の軸圧縮降伏荷重 
（鋼管断面積×鋼管の降伏点）

軸力比 ：軸力比＝作用鉛直荷重／降伏軸力
My ：鋼管外縁のひずみが圧縮降伏ひずみまたは引張降伏ひずみに達したときの曲げモーメント

Mmax ：最大曲げモーメント
θ95 ：最大曲げモーメントから95％まで荷重低下したときの回転角

表3.1　軸力・曲げ実験の試験体寸法
鋼管 ずれ止め 充填

コンクリート
Fc

試験部位（板巻き管） 加力部位（電縫管）
径（mm） 板厚（mm） 材質 径（mm） 板厚（mm） 材質 板厚（mm） 幅（mm）

488 9 SS400 508 19 STK490 6 25 24
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試験体中心に鉛直力が加力されるよう
調整した後、試験部位鋼管の局部座屈
が十分に進展するまで平押し（定速一
方向単調載荷）にて載荷した。

（2） 実験結果
実験結果を表3.4に、実験終了後の

状況を図3.5に示す。Case CA1が最も
大きく、最大荷重は5017kNであった。
Case CA2，Case CA3，Case CA4の
最大荷重は試験部位鋼管の降伏軸力
Ny（＝4036kN）と概ね等しいが、Case 
CA4のみが試験部位鋼管の降伏軸力
Nyを若干下回る結果である。

4．終局耐力と限界変形角

4.1 終局耐力
（1） 実験結果から得られた知見

軸力・曲げ実験，圧縮実験から得ら
れた主な知見は、以下の通りである。
①�終局時の鋼管から管内充填コンク

リートへの荷重伝達は、圧縮荷重作
用下では概ね上側ずれ止めにより、
それ以外の場合では概ね下側ずれ止
めにより行われる（写真3.2，3.3）。

②�管内充填コンクリートの圧壊は鋼管
の局部座屈発生位置直上のずれ止め
部とコンクリートの接触面（支圧面）
で発生するが、接触面より内側のコ
ンクリートには圧壊は生じていない

（写真3.2，3.3参照）。
③�圧縮力が作用する場合には、圧縮領

域の鋼管に局部座屈が発生して破壊
に至っている。

④�圧縮力が作用しない場合および引張
力が作用する場合には、圧縮領域で
は鋼管に局部座屈が発生するもの
の、引張領域の鋼管が破断して破壊
に至っている。

⑤�圧縮力が作用しない場合の曲げ耐力
が最も大きく、軸力比が大きくなる
につれて曲げ耐力は小さくなる。

（2）終局耐力の算定における仮定
実験での知見を踏まえ、杭体頭部

（ずれ止め付きコンクリート充填部）
における終局耐力算定式は、以下の仮
定にもとづくものとする。
①�ずれ止めから管内充填コンクリート

への荷重伝達は、ずれ止め部の支圧
によるものとする。

②�鋼管から管内充填コンクリートへの
荷重伝達には、ずれ止め1段しか寄
与しないものとする。ただし、ずれ
止め部コンクリートの支圧強度は、

（2.3） 式によりずれ止めの全支圧面
積から求める。

③�圧縮領域の鋼管の最大応力度は、局
部座屈を考慮した応力度とする。

④�引張領域の鋼管の最大応力度は、引
張強さ（破断強度）とする。

（3） 終局耐力
軸力・曲げ実験から、杭体頭部（ず

れ止め付きコンクリート充填部）の破

写真3.4　試験体と試験装置

図3.4　試験体の概要 

表3.3　圧縮実験の試験体寸法

ケース名

鋼　　管 ずれ止め 充填
コンクリート試験部位（板巻管） 加力部位（電縫管）

径D
（mm）

板厚t
（mm） 材質 材長l

（mm）
径D ’

（mm）
板厚t ’

（mm） 材質 材長l ’
（mm）

板厚s
（mm）

幅w
（mm） Fc

長さh
（mm）

Case CA1

488 9 SS400 244 508 19 STK490 294
6 25 24 488

Case CA2 6 25 －
Case CA3 24 488
Case CA4 488 50 6 25 24 488

表3.4　実験結果（最大荷重および最大荷重時変形量）

ケース名
試験部位鋼管 充填コンクリート 最大荷重

（kN）
最大荷重時

変形量
（mm）

降伏点
（N/mm2）

引張強さ
（N/mm2）

弾性係数
（N/mm2）

圧縮強度
（N/mm2）

引張強度
（N/mm2）

弾性係数
（N/mm2）

Case CA1

298 431 2.04×105 28.8 3.7 3.56×104

5017 2.90
Case CA2 4053 3.16
Case CA3 4098 3.39
Case CA4 3980 3.56

※充填コンクリートのヤング係数：Ec ＝ 3.35×104×（γ/ 24）2×（Fc /24）1/3より γ＝ 24 kN/m3と仮定して算出

図3.5　実験後の試験体
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壊を （2） のように仮定したが、終局状
態（破壊に至る前の状態）では、部材
断面が全塑性状態にあるものと仮定

（図4.1参照）する。終局耐力（軸耐力
と曲げ耐力）は、鋼管の部材耐力とず
れ止め部における管内充填コンクリー
トの支圧耐力との和として、（4.1） 式，

（4.2） 式により算定することとした。
ただし、終局状態における鋼管の応

力度は、仮定③，④にもとづき圧縮領
域と引張領域により加重平均した終局
限界応力度とし、ずれ止め部における
管内充填コンクリートの支圧強度につ
いては、仮定②による。
4.2　変形性能

軸力・曲げ実験結果（3章）だけで
はデータ数が少なく、変形性能の適切
な評価が難しかったことから、ずれ止
めのないコンクリート充填鋼管による
既往の実験結果も参考にしつつ、変形
性能の算定方法を考案した。

（1）既往の軸力・曲げ実験結果
CFT部材の耐力と変形性能に関す

る軸力・曲げ実験は数多く報告されて
いるものの、φ400以上の鋼管やスパ
イラル鋼管を用いた実験は少なく、実
験データは、文献4） ～ 7） に示される
14データのみである。表4.1にずれ止

めのないコンクリート充填鋼管による
既往の軸力・曲げ実験結果を示す。

（2）変形性能
中空鋼管の塑性変形能力が軸力比や

基準化径厚比に大きく依存すること、
CFT部材の塑性変形能力が充填コン
クリートの充填長に依存することか
ら、軸力比，鋼管の基準化径厚比，コ
ンクリート充填長比をパラメータとし
て、変形性能の算定方法を構築した。

なお、作用軸方向力の影響について
は、軸力比pηをもとに終局軸耐力に
対する軸力余裕度（＝1－pη）として、
鋼管の径厚比の影響については、中空
鋼管の塑性変形能評価（圧縮・曲げ実
験結果）で一般的に用いられている基
準化径厚比7） にて考慮した。

終局軸耐力に対する軸力余裕度/基
準化径厚比・コンクリート充填長比と
ERMmaxの関係を図4.4に、ER95の関係を
図4.5に示す。ERMmaxは （4.3） 式に示す
ように実験における最大曲げモーメン
ト時の変形角EθMmaxと試験体各部を弾
性体と仮定して求めた終局曲げ耐力時
の変形角θMuの比から、ER95は （4.4） 
式に示すように実験における限界変形
角Eθ95（表3.2中の図を参照）とθMuの
比から求めた塑性変形能力である。

図4.4，4.5に示すように、終局軸耐
力に対する軸力余裕度/基準化径厚
比・コンクリート充填長比と実験より
得られた塑性変形能力（ERMmax，ER95）
には明確な相関が認められる。この相
関を原点基準の簡易式で回帰すると、
図中の式が得られる。これを塑性変形
能力の算定式とし、終局曲げ耐力に達
した時の変形角θMmaxおよび限界変形
角θ95は、（4.6） 式，（4.7） 式により算定
することとした。

5．おわりに

鋼管杭の杭体頭部（ずれ止め付きコ
ンクリート充填部）については、構造
性能を概ね評価することができた。今
後は、その直下にある「ずれ止めの無
いコンクリート充填部」についても、
構造性能の評価が必要となる。

図4.1　��終局限界状態における応力分布の仮定（模式図）

図4.2　ずれ止め部コンクリートの支圧強度概念図

図4.3　終局耐力の実験値と算定値の比較

【終局耐力の算定方法】
Nu ＝sNu＋cNu �  （4.1）
Mu＝sMu＋cMu �  （4.2）

Nu ：ずれ止め付きコンクリート充填鋼管部の終局軸耐力（kN）
Mu ：ずれ止め付きコンクリート充填鋼管部の終局曲げ耐力（kN・m）
sNu ：�鋼管部の終局軸耐力（kN）　sNu＝2 ･ srm ･ t（2θo－π）･sσu

cNu ：コンクリート部の終局軸耐力（kN）　
sMu ：鋼管部の終局曲げ耐力（kN･m）　sMu＝4･srm

2 ･ t ･ sinθo ･ sσu

cMu ：コンクリート部の終局曲げ耐力（kN･m）　
srm ：鋼管の中心半径（m）
sσu：�鋼管断面内の圧縮領域と引張領域を考慮して、加重平均した鋼管の終局限界応力度（kN/m2）

sσb ：鋼管の引張強さ（kN/m2）
sσcy ：局部座屈を考慮した鋼管の降伏応力度（kN/m2）　
sσy ：鋼管の降伏応力度（kN/m2）
cσir ：ずれ止め部コンクリートの支圧強度（kN/m2）　cσir＝α   Ap /（zn･Air）･ Fc
α：既往の実験結果より推定した強度上昇率　
Ap ：�鋼管の閉塞面積（m2）（図4.2参照）　Ap＝π･cro

2

zn：ずれ止めの段数
Air ：�鋼管内面のずれ止め部支圧面積（m2）（図4.2参照）　Air ＝π（cro

2－c ro
2 ）

D：鋼管の外径（m）
t：鋼管の板厚（m）

Fc ：コンクリートの設計基準強度（kN/m2）
cro ：ずれ止め部コンクリートの外半径（m）（図4.1参照）
cri ：ずれ止め部コンクリートの内半径（m）（図4.1参照）
θo ：中立軸とずれ止め部コンクリート外半径とのなす角度（rad）
θi ：中立軸とずれ止め部コンクリート内半径とのなす角度（rad）

cNu＝ 1
cσir { cro

2（2θo－sin2θo）－cri
2（2θi－sin2θi ）}2

cMu＝ 2
cσir（cro

3 ･ sin3θo－cri
3－sin3θi）3

sσu＝
（π－θo）･ sσb＋θo ･ sσcy

π

sσcy＝ 0.8＋2.5
t ･ sσyD/2
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【実験結果に対する変形性能の算定】
ERMmax＝EθMmax /θMu－1 �  （4.3）
ER95＝Eθ95 /θMu－1 �  （4.4）

θMu＝ 

θMu＝ 

θMu＝ 

αpt ＝（│N│/EIeq）0.5

p Nu＝2･srm･t･π･sσcy＋（cro
2－cri

2）π･cσir （ずれ止め付き） �  （4.5a）
p Nu＝2･srm･t･π･sσcy＋cr2･π･cσu（ずれ止めなし） �  （4.5b）

θMu ：部材を弾性体と仮定したときの終局曲げ耐力時の変形角（rad）
Mu ：コンクリート充填鋼管部材の終局曲げ耐力（kN・m）で、（4.2） 式による
L：部材長さ（載荷点距離）（m）
N：作用鉛直力（作用軸方向力）（kN）

EIeq ：�部材（試験体）の等価曲げ剛性（kN・m2）で、下式による（図4.6参照）

cσu ：管内充填コンクリートの圧縮強度（kN/m2）
c r：管内充填コンクリートの半径（m）

Mu {1－αpt ･L / tan（αpt･L） } 
N･L

Mu･L
3EIeq

Mu {1－αpt ･L / tanh（αpt･L） } 
N･L

L3 ＝ L3－（l2＋l3）3 ＋（l2＋l3）
3－l33 ＋ l33

EIeq E1I1 E2I2 E3I3

【変形性能の算定方法】

θMmax＝（RMmax＋1）θMu，RMmax＝0.172 

θ95＝（R95＋1）θMu，R95＝0.003  

1－N /pNu ・ ξ ・cLc

β D

1－N /pNu ・
ξ・cLc

2

＋ 0.167
1－N /pNu ・ ξ ・cLc

β D β D

表4.1　ずれ止めのないコンクリート充填鋼管による既往の軸力・曲げ実験結果

文献
番号

試験体
名

鋼管杭仕様 充填コンクリート 作用
鉛直力
(kN)

Mmax
(kN･m)

限界
変形角 
θ95(rad)

径D
(mm)

板厚t
(mm) 材質 降伏点

(N/mm2) 充填長 圧縮強度
(N/mm2)

4） A7-C 400 7 SKK490 409 3.375D 19.6 408 565.1 0.0291
A9-C 400 9 SKK490 470 3.375D 18.6 522 844 0.0378

5）
2 600 9.07 SKK400 309.2 1D 25.4 1176.8 970.5 0.0172
3 600 6.01 SKK400 286.2 1D 28.1 784.5 580.2 0.0115
4 600 9.07 SKK400 309.2 0.5D 23.8 1176.8 959.1 0.0143

6）

No.1-1 450.9 4.37 SS400 302.7 0.543D 12.6 278.3 264.1 0.0106
No.1-2 451 4.41 SS400 303.5 1.164D 12.6 281.7 296.3 0.0120
No.1-3 451.2 4.41 SS400 303.5 1.900D 12.6 281.8 320.7 0.0134
No.2-1 501.3 5.76 SS400 287.3 0.314D 22.5 386.5 426.9 0.0096
No.2-2 501.3 5.76 SS400 287.3 0.593D 22.5 386.5 458.5 0.0052
No.2-3 501.3 5.76 SS400 287.3 0.977D 22.5 386.5 460.3 0.0154
No.2-4 501.3 5.76 SS400 287.3 1.710D 22.5 386.5 516.2 0.0176

7） F1S 400.0 9.1 不明 295.2 2.725D 30.1 675.7 639.6 0.0347
F3S 400.0 9.1 不明 295.2 2.725D 29.7 1931.9 483.5 0.0210

図4.4　�軸力余裕度/基準化径厚比・管内充填コンクリートの充
填長比とER Mmaxの関係

図4.5　�軸力余裕度/基準化径厚比・管内充填コンクリートの充
填長比とER 95の関係

図4.6　等価曲げ剛性の算定に用いる記号
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θMmax：終局曲げ耐力到達時における変形角（rad）
RMmax：終局曲げ耐力到達時における塑性変形能力

θ95：限界変形角（rad）
R95：限界変形角時における塑性変形能力
pNu：�ずれ止め付きコンクリート充填鋼管部材が圧縮力のみを受ける場合の終

局軸耐力（kN）で、（4.5a） 式による
β：基準化径厚比 β＝

D
・

sσy
t Es

Es：鋼管の弾性係数（kN/m2）
ξ：�鋼管コンクリート断面が全塑性状態にあるときの引張領域の有効領域比

で、全断面に対する引張領域比率の2/3とする
cLc：管内充填コンクリートの換算充填長（m）

cτ：�鋼管と管内充填コンクリートの付着強度（kN/m2）で、cτ＝500とする

cLc ＝
 zn （cro2－cri2）cσir 

cτ・Di
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